不妊治療休暇・両立支援制度規程
第１条（目的）
　この規程は、従業員が不妊治療のため休暇・休業を取得したり、短時間勤務を行う場合の取り扱い等に関し、必要な事項を定めたものである。

第２条（対象者）

　本規程は、正社員、パートタイマー、嘱託社員等の雇用区分に関わらず、会社が直接雇用する従業員を対象とする。
第３条（休暇制度）

　会社は、従業員が不妊治療のための休暇を請求したときは、年〇日を限度に休暇を与えることができる。
２．本制度の取得する際には、原則として〇日前に所定の様式により会社に取得希望日を申請し、会社の許可を得なければならない。

３．本制度を取得した日については、所定労働時間労働した際に支払われる通常の賃金（年次有給休暇を取得した日と同額の賃金）を支給する。
４．年次有給休暇の付与要件の算定において、本制度を取得したことによる不利益は生じない。
５．会社は、取得に際し必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。
第４条（休業制度）

　会社は、従業員が不妊治療のための休業を請求したときは、休業開始日の属する事業年度（毎年４月１日から翌年３月３１日まで）を含む引き続く５事業年度の期間において、最長１年間まで休業を認めることができる。
２．本制度を希望する際には、原則として休業を開始しようとする日の〇日前までに、医師の診断書等及び所定の様式により会社に申請し、会社の許可を得なければならない。

３．本制度中の賃金は、〇〇とする。
４．医師の見立てより早い妊娠又は治療の中止等の事由により、申し出た期間の終了前に不妊治療を要しなくなったときは、遅滞なく会社に連絡し、復帰日を決めるものとする。

５．賞与の査定及び年次有給休暇の付与要件の算定等において、本制度を取得したことによる不利益は生じない。
第５条（短時間勤務制度）

　会社は、従業員が不妊治療のため短時間勤務を希望したときは、就業規則第〇条の所定労働時間について、以下のように変更することができる。
所定労働時間を午前９時から午後４時まで（うち休憩時間は、午前 12 時から午後１時までの１時間とする。）の６時間とする。
２．本制度を希望する際には、原則として短時間勤務を開始しようとする日の〇日前までに、所定の様式により会社に申請し、会社の許可を得なければならない。

３．本制度の適用を受ける間の賃金については、基本給および通勤手当を除くすべての諸手当について、労務提供のなかった時間分に相当する額を控除して支給する。

４．賞与については、その算定対象期間に本制度の適用を受ける期間がある場合においては、短縮した時間に対応する賞与は支給しない。

５．定期昇給および退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。
６．医師の見立てより早い妊娠又は治療の中止等の事由により、申し出た期間の終了前に不妊治療を要しなくなったときは、遅滞なく会社に連絡し、通常の勤務に戻る日を決めるものとする。

附　　則
この規程は　　　年　　月　　日より施行する。
